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高校・大学等修学支援に係る自治体施策 

――訪問調査の進展状況―― 

 

渡部 昭男（大阪信愛学院大学） 

キーワード：高校・大学等修学支援、自治体施策、訪問調査等、奨学金返還（返済）支援 

 

はじめに：課題と方法 

 科研費研究1)の一環として、高校・大学等修学支援にかかる自治体施策の調査を継続して進めてい

る。今回の報告は、①第 20回大会（2023.3岡山理科大学）：渡部昭男・渡部（君和田）容子「自治体におけ

る義務教育後の高校・大学等に係る修学支援施策：鳥取県・滋賀県・大阪府調査から」、②第 21 回

大会（2024.3 早稲田大学）：同「子育て教育の地域共同システムからみた高校・大学等に係る修学支援施

策：京都府調査を中心に」に続くものである。前２回では、主にウェブ情報をもとに、2府 2県及び

府県下の市町村（計111自治体）における修学支援施策の概要を明らかにした2)。 

よりリアルに自治体施策を探るために訪問調査等を続けている。本報告では調査の進展状況（2024. 

10-11）を踏まえ、訪問調査：鳥取県・滋賀県（自治体による支援 2県）、京都府・兵庫県（企業による支援１府

１県）、電話調査：大阪府（１府）について、奨学金返還（返済）支援に係る①施策の概要、②経緯、③

運用実態・成果、④課題認識等について明らかにした。 

 

１． 奨学金返還（返済）支援とは 

 日本学生支援機構 JASSO の HP「地方公共団体の返

還支援及び奨学生推薦制度＞地方創生の推進」では、自

治体による奨学金返還支援が始まった経緯について

「『まち・ひと・しごと創生総合戦略』（平成 26 年 12 月 27

日閣議決定）において、『奨学金を活用した大学生等の地

元定着や、地方公共団体と大学等との連携による雇用創出・若者定着に向けた取組等を推進する』こ

ととされ･･･地方公共団体と地元産業界が協力し、地元企業に就業した方の奨学金返還を支援するた

めの基金を造成･･･」との記載がある。奨学金返還支援に係るチラシ（上左／出典：https://www.jasso.go.jp/shog

akukin/chihoshien/sosei/index.html）によると実施自治体数は 33 府県 487 市区町村（2021年 6月時点）であった

が、最新情報では 47 都道府県 816 市区町村（2024年 6月時点、内閣官房HP「みんなで育てる地方のチカラ地方

創生」https://www.chisou.go.jp/sousei/about/shougakukin/pdf/r06_pamphlet.pdf）に増えている。JASSO はその概要を（部

分的に）一覧にしている3)。また、JASSOの HPには、これらとは別に 2021年度から導入された「企

業等の奨学金返還支援（代理返還）制度」の解説もあり、制度概要4)、チラシ（上右／出典：https://www.jasso.

go.jp/shogakukin/kigyoshien/index.html）、Q&A、実施企業等の検索窓口などがある。 

 
1 渡部昭男･基盤研究(C) 22K02702コロナ禍における高等教育の経済的負担軽減及び修学支援に係る日韓比較研究（2022-）。 
2 これまでの2報告は加筆修正した上で、渡部（君和田）容子・渡部昭男2024『「こども計画」に活かせる自治体総合施策221

例：子育て・教育の地域共同システム』日本標準の第10章に収録している。 
3 JASSOでは、掲載依頼（2024年12月25日時点）のあった自治体について、「地方公共団体の返還支援制度」（都道府県（基

金設置団体）、その他の地方公共団体（市区町村））の一覧を作成しており、元情報にもリンクが張られている。 
4 制度概要として、「企業等が社員に対して実施している貸与奨学金の返還額の一部又は全額を支援する取組について、これま

では企業等から社員の方に直接支援する方法のみでしたが、2021年4月より企業等から日本学生支援機構に直接送金するこ

とを受付することとしました」との説明がある。 
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２． 鳥取県：鳥取県未来人材育成奨学金支援事業 

【制度概要（内閣官房 HP「みんなで育てる地方のチカラ地方創生」）】

①対象となる奨学金種別：第１種〇、第２種〇、その他〇／

②出身地等要件：なし／③主な申請可能年齢（学籍）の要

件：大学等在学生又は 35 歳未満の既卒者／④主な返還支援

に係る修業・居住等の要件：県内の対象産業分野に就職し、

県内で８年間就業及び居住する見込み。最大 216万円。（制度

概要の項は、滋賀県も同じ） 

【チラシ5)・事業対象・予算など6)】県内産業界との連携のも

と、「鳥取県未来人材育成基金」を設置し、県内の対象業種

（製造業、情報通信業、薬剤師の職域、建設業、建設コンサルタント業、

旅館・ホテル業、民間の保育士・幼稚園教諭の職域、農林水産業、理容

師・美容師の職域、歯科技工士の職域）に就職する大学生等（院生を

含む）が借り入れた奨学金の返還額の一部を助成する。／助

成対象者数 180名、令和 6年度予算額：要求額 76,228千円・計上額 74,809千円（前年度予算額67,870千

円）。基金造成に係る経費については補正予算で予算化。国の「奨学金を活用した若者の地方定着促

進に係る特別交付税措置」では鳥取県は「措置率0.5：若年層人口が流出超過の道府県」に該当。 

【経緯】２015：鳥取県未来人材育成基金の開設（基金目標 2 千万円）、奨学金支援助成金事業の開始・

支援対象者の募集開始（募集人員 150 名）、2016：対象業種拡大（建設業、建設コンサルタント業（土木、建築、

測量）、旅館・ホテル業）＆募集人数拡大（180 名）、2017：対象業種拡大（民間の保育士・幼稚園教諭の職域）、

2018：対象業種拡大（農林水産業）、2023年：対象業種拡大（理容師・美容師の職域、歯科技工士の職域） 

【成果】利用者アンケート（2022.4-5月実施、498人に対し 247人回答）：184 名（74.5％）が「本事業が県内就

職を決めるきっかけとなった」、229 名（92.7％）が「鳥取県内の就職を促進するために本助成金は効

果がある」と回答。／認定者数の推移：2015年度100人、2016年度116人、2017年度146人、2018

年度 174人、2019年度 153人、2020年度 141人、2021年度 157人、2022年度 113人。／県内就職

者数798人（県内大学等卒233人、県外大学等卒565人）。／寄附状況71,640千円、企業・団体数129社。 

【担当課・課題認識】鳥取県輝く鳥取創造本部人口減少社会対策課：「当事業では現在 12 業種を対

象とし幅広く支援を行っているが、産業界からの要望などを踏まえさらなる対象業種拡大を検討し、

若者の県内就職の促進を図っていきたい」。なお、認定者数が若干減少してきており、鳥取県事業が

スタートした 2015年「5県 97市町村」から 2024年で全 47都道府県に広がった状況において、UIJ

ターン・定住促進という鳥取県事業のインパクトや魅力を維持･強化･発展する工夫が必要そうである。 

 

３． 滋賀県：保育士等奨学金返還支援制度 

【制度概要】①第１種〇、第２種〇、その他〇（あしなが育英会、交通遺児育英会など）／②なし／③新た

に対象の県内保育施設に就職した年度の４月１日（年度途中に就職した場合は翌年度の４月１日）から３年間

（最大 36 万円）／④対象の県内保育施設（保育所・認定こども園・地域型保育事業所・預かり保育を行う幼稚園等）

に常勤職員（保育士及び保育教諭、週30時間以上勤務）として１年以上。 

 
5 鳥取県「まんがパンフレット」の表紙https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/1115704/iiiiiiii.pdf。 
6 鳥取県「予算編成過程の公開＞令和６年度予算＞輝く鳥取創造本部＞鳥取県未来人材育成奨学金支援事業」を主に用いた。 
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【チラシ7)・経緯】2021 年度に創設し、2024 年度には県下

全19市町が参加。実績情報については公表なし。 

【担当課・成果・課題認識】滋賀県子ども若者部子育て支

援課保育係：「地域ニーズが高く県下全市町に広がった」「具

体的な成果や課題は支援窓口である市町が把握している」。 

【その他】滋賀県では、2024 年度から県内の高等学校等に

在学する生徒を対象とした奨学金返還支援制度を新設（奨学

金貸与額月額18,000円～35,000円の2分の1を返還支援、教育委員会担当）。 

 

４． 京都府：就労・奨学金返済一体型支援事業 

【チラシ8)・制度概要9)】京都府内の中小企業等の人材確保と

若手従業員の定着及び経済的負担軽減を図るため、従業員の

奨学金返済支援を行う中小企業等が従業員に支給した手当等

の額の一部を補助。支援対象者：補助対象企業に勤め、正社

員であること、当該企業において正社員となってから 6年以

内（中途採用含む）、受給した奨学金を本人が返済中であるこ

と、府内事業所に勤務していることの全てを満たす者。支援

額：以下のいずれか低い額、1. 年間奨学金返済額の1万円を

超える部分の2分の1以内、2. 企業が手当等として支給した

額の 2分の 1以内、3. 正社員となってから 1～3年目までは

年9万円、正社員となってから4～6年目までは年6万円。 

【経緯・実績10)】2017 年に創設。2017：導入企業 14 社・新

規支援対象者 35 人・新規補助金交付企業 14 社・補助金額

785 千円、2018：27 社・46 人・13 社・3,164 千円、2019：

67 社・196 人・36 社・9,554 千円、2020：127 社・240 人・

33 社・20,642 千円、2021：182 社・189 人・26 社・26,946

千円、2022：222 社・214 人・29 社・29,782 千円、2023：

264 社・238 人・34 社・34,246 千円、2024（10.31 現在）：

295社・131人・27社・35,592千円／累計：295社・1,289人・212社・160,711千円。 

【担当課・課題認識】京都府商工労働観光部労働政策部：「導入企業は製造業が 35.2％と最多で、建

設業 14.8％、サービス業 13.3％と続き、人手不足が顕著な業種が目立つ」「府内の中小企業は約 7 万

4 千社であり導入企業は約 0.3％にとどまる」「2026 年度までに導入企業を 325 社まで増やす目標」

「福知山市・八幡市・久御山町は上乗せをしている」11)。なお、京都府の補助金の対象事業は「手当

等支給」に限定しているが、支給した後にそのまま天引きして「代理返還」している企業もある。 

 

５． 兵庫県：①兵庫型奨学金返済支援制度、②社会福祉法人等奨学金返済支援事業 

 
7 滋賀県「保育士等奨学金返還支援事業ちらし」https://www.pref.shiga.lg.jp/file/attachment/5488579.pdf。 
8 京都府「就労・奨学金返済一体型支援事業チラシ」https://www.pref.kyoto.jp/rosei/syuurousyougakukin/documents/tirasi.pdf。 
9 京都府「就労・奨学金返済一体型支援事業」https://www.pref.kyoto.jp/rosei/syuurousyougakukin/syuurousyougakukinn1.html。 
10 京都府商工労働観光部労働政策室よりの提供資料による。 
11 京都新聞2024.8.18付朝刊「奨学金返還支援じわり浸透 23年度264社 3年で倍増」。 
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【①チラシ・経緯・制度概要12)】2016 年に創設。

中小企業（本社が県内にある、または本社が京都にあり京都

府制度対象の県内事業所）の人材確保や若年者の県内就

職・定着を図るため、奨学金返済を支援する（手当

等支給、代理返還）中小企業及び当該企業の従業員へ

の補助を実施。企業・学生の要望を踏まえ 2024 年

度から拡充＝対象年齢緩和（30 歳未満から 40 歳未満に

緩和）、補助期間延長（最大 5年間から最大 17 年間に延長）。 

【担当課・課題認識】兵庫県産業労働部労政福祉

課雇用就労班：「人材確保・県内就職定着を更にはかるため

拡充」「参加企業は最大補助期間 5年・補助総額 90万円（う

ち県 60万円）が約 200社、10年・180万円（120万円）が約 50

社、17 年・306 万円（204万円）が 20～30 社」「更に 19 市 3

町に奨学金返済支援制度あり」「社内で奨学金返済負担軽減

制度を設ける際の合意形成や決断をどう支援するかが課題」。 

【②チラシ・制度概要13)】県内に主たる事業所等がある社会

福祉法人等の人材確保や若年者の県内就職・定着を図るため、

若手職員の奨学金返済支援制度を有する社会福祉法人・医療

法人および職員への補助を実施。同様に 2024 年度から拡充。 

【担当課・課題認識】兵庫県福祉部高齢政策課介護人材対

策班：「参加法人は一覧の通り」「2024 年度からの拡充によ

って今後さらに広がる余地あり」「2市1町が上乗せ実施」。 

 

６． 大阪府：奨学金返還支援制度導入促進支援金 

【概要14】従業員等に対し「奨学金返還支援制度」（奨学金返還に係る手当等を支給する手当等支給型または従業

員等に代わって奨学金を返還する代理返還型）を新たに導入した事業者に最大 50 万円の支援金を支給（社会保

険労務士への相談費用、自社ホームページの改修費用など）。 

【担当課・課題認識】大阪府商工労働部雇用推進室就業促進課企業支援グループ：「制度導入を支援

するためのノウハウを提供」「国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（2023･24 年度）を活

用して実施」「2023 年度 1,000 件、2024 年度 2,000 件の枠で応募」「特徴を出して他社と差異化した

い／人材確保を図りたいというニーズは高く数日で満杯になった」「国の補助がある期間実施予定」。 

 

７． おわりに 

国会における奨学金返還（返済）支援にかかる審議の動向把握（国会会議録検索システムによる分析）、年

度内にも公表予定の中教審「急速な少子化が進行する中での将来社会を見据えた高等教育の在り方に

ついて（答申案）」における位置づけ（地方創生の推進・地方公共団体との連携）を加えた形で考察を加える。 

 
12 兵庫県「兵庫型奨学金返済支援制度の拡充」https://web.pref.hyogo.lg.jp/sr05/r5/syougakukin_hensaishien.html。 
13 兵庫県「社会福祉法人等奨学金返済支援事業について」https://web.pref.hyogo.lg.jp/kf05/shakaifukushihoujinshougakukin.html。 
14 大阪府「大阪府奨学金返還支援制度導入促進支援金について」https://www.pref.osaka.lg.jp/o110100/koyotaisaku/shogakukin/shie

nkin.html。 


